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議事の経過 

 

滝委員長 

 おはようございます。 

開会前に、申し上げます。 

傍聴の取り扱いについては、申し合わせにより、許可いたします。 

 

ただ今から、決算審査特別委員会を開会いたします。 

第 3回定例会最終日の 9月 27日に本委員会に付託されました、議案第 18 号 平成 29年

度北広島市各会計歳入歳出決算認定について、議案第 19 号 平成 29 年度北広島市水道事

業会計剰余金処分及び決算認定について、以上 2件を一括して議題といたします。 

総括質疑を行います。 

日本共産党、山本博己委員。 

 

山本委員 

 3 点にわたり、総括質疑をしたいと思います。1点目、公債費についてです。公債費は市

の借金ですけれども、残高が増えてきていることに伴い、借金の返済費用である公債費も

増えてきている。特に 29年度は、新庁舎の建設に伴って大きく増えているわけです。それ

によって、収入に対する負債返済の割合である実質公債比率や財政規模に対する将来的な

返済負担率を示す将来負担比率も大きくなってきているわけです。なぜ、こういうものを

取り上げるかというと、まだ現時点では大きな問題になっていませんけれども、これから

公共施設の老朽化対策とか今回の災害の復旧費用、ボールパークのインフラ整備なども行

うとしていて、本当に財政的に大丈夫なのかということがいえるわけです。そういう意味

で、29 年度決算における公債費増大についての市長の認識を問いたいと思います。 

また、公債費残高について、今後どういう見通しなのか、市長の考えも聞かせていただ

いたいと思います。 

3 点目、現在、マイナス金利のもとで現在の財政投融資貸し付け金利などは 1％を切って

いるわけですが、市の公債利率、今の借りている利率を資料で見ると 4％台もあります。そ

ういう意味で、かなり今の公債負担については今の金利情勢とかけ離れてきていると考え

るわけです。現在の公債を借り換えすることで、公債の負担を大きく減らすこともできる

のではないかと考えています。それで、決算委員会で質問したところ、担当課の答弁では

繰上げ償還するときに補償金がいるということで、なかなか繰り上げ償還は厳しいという

答弁でしたが、国は、過去にもこうした自治体財政の厳しい状況を解決するために、補償

金なしでの繰り上げ償還を認めた前例があります。平成 19 年とか 21年に認めていますし、

平成 25年には東日本大震災に関連して繰り上げ償還に対する補償金を免除して繰り上げ償
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還できるようにしたこともあります。そういう意味で、今回の災害で公債費が地方財政を

圧迫することが懸念されているわけで、被災地方自治体に対する補償金なしで繰り上げ償

還を実施するよう国に要請していくべきと考えますが、市長の考えをお伺いします。 

 

滝委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 公債費についてですが、平成 29年度は過去の建設事業に伴う市債償還の終了に伴い、平

成 28 年度から約 500 万円減の 22 億 4,078 万 6,000 円となっています。また、臨時財政対

策債を含めた平成29年度の市債残高は、平成28年度から約21億4,000万円増の282億6,000

万円となったところですが、臨時財政対策債については、元利償還金の全額が地方交付税

で措置されることから、臨時財政対策債を除いた主に建設事業債の残高は、176 億円となっ

ています。公債費や市債残高については、平成 29 年度に策定した財政運営指針において、

今後の推計を行っており、概ね推計どおりの金額となっているところです。 

次に、今後の見通しについてですが、臨時財政対策債の借り入れや公共施設の老朽化対

策に伴う市債借り入れなどにより、市債残高は緩やかな増加傾向にあるものと考えていま

す。 

次に、公債費の負担軽減についてですが、今般の北海道胆振東部地震について、本市に

とって大きな財政負担を伴う災害であることから、9月 28日に国、10月 9日に北海道に対

して財政支援を含めた復旧・復興に向けた緊急要望を行ったところです。今後も災害の復

旧・復興に全力で取り組んでいくとともに、北海道や市長会などとも連携し国や関係機関

に対して支援・協力を求めてまいりたいと考えています。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 今の市長答弁ですと、財政運営指針の範囲内ということですが、市債残高を見ますと臨

時財政対策債を除いても 176 億円に上っています。この財政運営指針の中身を見ると、平

成 34 年度では市債残高が今から 33 億円伸びていると。公債費も 25 億円に上って、2.7 億

円くらい増えていくということです。概ね市債残高の 1 割程度が負担として増えていくよ

うな見通しになっています。しかも、財政運営指針を見ると、これらに対応しての基金を

毎年 1.7 億円を積み立てていくということなので、そう考えると、先ほどの公債費が 2.7

億円増えていくことと、毎年、基金を積み立てていくのが 1億 7,000 万円で、合計すると 4

億 4,000 万円を毎年、負担していかないといけない内容になっているわけです。緩やかな
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という答弁ですけれども、災害ですとか、ボールパークの問題がこの中には入っていない

ので、将来的な市の負担が増えていくと予想しています。そういう意味で、まず基本的な

ところお聞きしたいのですが、先ほど財政運営指針の中で書かれているのは、実際には臨

時財政対策債を除いた金額になっています。臨時財政対策債を除いた、市の実質負担がど

れぐらい増加していくのかということ。 

それから、庁舎建設に伴う財政負担は、一体どれぐらいまで続いていくのかを示してい

ただきたいと思います。 

 

滝委員長 

 佐藤財政課長。 

 

佐藤財政課長 

 市の実質負担額ということで、公債費の関係です。運営指針においては、新庁舎の建設

事業に伴う市債償還で平成 33 年度に公債費のピークを迎えます。その額は 25 億 3,000 万

円となる旨の推計をしているところです。財政運営指針は平成 28 年度決算をベースに作っ

ていますが、最新の 29 年度決算との比較では、29 年度の公債費が 22 億 4,000 万円でした

ので、財政運営指針のピーク額と比べると 2 億 9,000 万円の増加と考えていますが、ここ

に臨時財政対策債に係る市債残高の増加に伴い、交付税の措置額も増えていくということ

で、交付税措置額は 2 億 9,000 万円の増加に対して 1 億 6,000 万円くらい増加するのでは

と財政運営指針では推計しています。臨時財政対策債による交付税措置分を除いた、公債

費の実質負担額については、1億 3,000 万円ほどになるものと財政運営指針では推計してい

るところです。 

次に、平成 30年度で完了する新庁舎建設事業に伴う財政負担について、建設事業費は約

60 億円となっています。約 34 億円を市債借入でまかなう予定であるところ、25 年の償還

期間で借入していますので、平成 55年まで償還を行い財政負担が生じることになっていま

す。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 そうすると、財政運営指針に加えて、さらに 1.3 億円くらい増えるということですが、

ボールパークの問題については、こうした財政負担をほかの政策には負担転嫁しないと再

三述べられています。これらの今後の財政負担の増加については、どのようにマネジメン

トしていくのかが大きく問われているわけです。そういう意味では、福祉とか他の政策に

影響が出ないようにしていく必要がありますけれども、そういう形で進める見通しはある
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のでしょうか。 

 

滝委員長 

 川村企画財政部長。 

 

川村企画財政部長 

 持続可能な健全な行財政運営の推進を図るため、昨年 10 月に財政運営指針を策定したと

ころです。この指針の推計においても、公債費の増加を含めた今後も厳しい財政状況が続

くものと想定していますが、将来推計を見据えた中で経費の節減、それから歳入確保に向

けたまちづくりへの投資により、既存の行政サービスの質を維持しながら財政運営を進め

たいと考えています。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

そう進めていくようになればいいですけれども、公債費の縮減とはいってもさまざまな

老朽化した施設などを変えていかなければないので、増えていくのは仕方ないと思います

が、今持っている公債費を何とか繰り上げ償還などにしていって負担を減らしていくこと

も必要だと思います。先ほどいいましたように、繰上償還することによって、利率がかな

り下がってくることは確かにあるので、補償金があるということですが、その内容につい

て検討したことはあるのでしょうか。 

 

滝委員長 

 佐藤課長。 

 

佐藤財政課長 

 繰上償還については、平成 19 年度から 24 年度にかけて臨時特例措置として公的資金に

ついて補償金免除繰上償還制度が設けられています。本市においても、この制度を活用し

て平成 19年度に利率 7％以上の公営企業債、約 7億 7,000 万円。平成 21年度には、利率 6％

以上の一般会計債、約 2 億 3,000 万円について、補償金免除繰り上げ償還を実施したとこ

ろです。この制度の終了後は、通常通り繰り上げ償還の際には補償金を支払うことが必要

となっています。計算上、利率が低いとはいってもデメリットのほうが大きくなるという

ことで、本市が自発的に行う繰り上げ償還の検討は、その後行っていません。 
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滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

これについては最後にしますが、先ほど国への繰り上げ償還の補償金免除について、要

請すべきではないかという最初の質問に対して、災害に対する財政的な支援を行うと市長

から答弁がありました。平成 25 年のときは、東日本大震災の関係で 4％以上のものについ

ては、補償金なしで繰上できる補償金免除制度を国としてはやったわけです。今回の北海

道の震災だけじゃなくて、熊本、大阪、西日本という形でかなり全国的な規模で災害が起

きているわけです。そういう意味では、東日本大震災に匹敵するといいますか、同じよう

に財政支援を行うべきだと考えています。改めて、一般的な財政支援だけではなく公的資

金の補償金免除をした繰上償還についても国に求めていくべきだと思います。市長は、全

国市長会の副会長ということで、是非、単独ではなく市長会、それからほかの自治体と連

携して、補償金制度の免除を国に要望していくべきだと考えますが、改めてその点につい

てお答え願いたいと思います。 

 

滝委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 これまでも要望していますし、11 月に全国市長がありますので、その折にも要望するこ

ととなっています。そして、全国市長会の副会長ではなく、全道市長会ですので、そうい

う要請活動を行っていきたいと思います。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 次に、ふるさと応援事業も決算委員会で取り上げたわけですが、もともと、ふるさと納

税事業自体について多くの問題点があると私は考えています。まず、ふるさと応援事業を

実施するに当たって、もともとの目的、取り組みの考え方と実績に対する評価について改

めてお聞きします。これまでの市長答弁を聞いてみますと、ふるさと納税を行う時には、

まちの知名度向上と寄付をしていただいた方が実際にまちを訪れていただけるような返礼

品を考えていくと答弁されています。実際には、特産品が多いのではないかと考えていま

すが、ふるさと納税の目標は、北広島市の来訪者 100 名、ふるさと納税額 2,500 万円とし

ていますが、納税の実績及び返礼品の実績について、どのように評価しているのかお聞き
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したいと思います。 

2 点目、決算委員会での担当課の答弁では、ふるさと納税で実際に今、北広島に入った寄

付額と北広島市民が他の市町村に、ふるさと納税を行うことで税額が減収するわけですが、

それを総合した収入額は、マイナス 1,600 万円ということで、実際には、出ていくほうが

多かったということなので、これは、北広島市民に対して納税を促すような取り組みがも

っと必要ではないかと思いますが、市長の見解をお伺いします。 

3 点目は、ふるさと納税については、本当に地域振興に貢献しているのかと私自身が疑問

に思っています。市長は、本制度が本市の地域振興に貢献していると考えているのか。ふ

るさと納税については、国に制度改正を求めていくべきではないかと思いますが、見解を

お伺いします。 

 

滝委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 ふるさと応援事業について、事業の目的については、本市の知名度向上や来訪を促し、

直接まちを知ってもらう機会とするため、平成 29年度より実施しています。返礼品につい

ては、現在、市内 18 事業者からご協力をいただき、各種特産品や実際にまちに訪れていた

だけるような商品など、本市の地域資源や観光資源を生かした返礼品 33品目を提供してい

ます。本事業は、総合戦略に位置づけ、来市者数及び寄附額を目標値に設定しており、昨

年度の寄付額は 1,741 人から約 2,400 万円、来市者数は、ゴルフ場や宿泊施設の利用など

86 人の来訪があったところで、多くの皆様のご支援により、目標に近い成果が得られてい

るところです。 

次に、ふるさと納税による収支についてですが、昨年度の寄附額から経費など約 1,100

万円を控除した実質的な収入は 1,300 万円となっています。なお、経費の多くは事業者か

ら提供される返礼品の調達に充てられています。一方、他自治体へのふるさと納税による

影響額については、本市の平成 30 年度市民税からの寄附金控除額は、約 2,900 万円であり、

市民税からの控除が 1,600 万円大きい状況になっています。寄附については、寄附者ご本

人の善意に基づく自発的な行為であり、その行為に対して一定の働きかけを促すことは、

慎重に判断をしなければなりませんが、市民の皆様の他自治体への寄附が税収にも影響を

与えることなど、制度の仕組みについては周知をしていく必要があるものと考えています。 

次に、ふるさと納税制度についての認識ですが、本市への寄附により、まちづくりへの

貴重な財源として、さらには特産品の販路拡大、観光資源のＰＲなど、地域振興に寄与し

ているものと考えています。本制度は、ふるさとや地方公共団体を応援する気持ちを形に

する仕組みとして創設されていますが、近年では地方公共団体間の競争が過熱し、一部の

自治体において返戻割合が高い返礼品をはじめとして、ふるさと納税の趣旨と異なるよう
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な返礼品を送付される状況もあることから、国から責任と良識ある対応を求められている

ところです。ふるさと納税については、制度本来の趣旨を踏まえ、適切に対応していくこ

とが重要であると考えています。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 是非、市民への周知を進めていただきたいと思います。 

1 点、再質問をさせていただきますが、そもそも地方の財源が不足していることで、こう

いう制度を作ったわけですけれども、私は、もともと自治体の財源確保であれば、地方交

付税の法定率を上げるとか、地方財政政策を拡充するということなど、国の責任をもって

交付税措置を充実させていくのが本質であると。このように、自治体同士を争わせて、分

捕り合戦をするような制度自体はモラルハザードを招く、制度的に欠陥があるのではない

かと考えています。そういう意味で、国に対して交付税措置の充実などをきちんと要望し

ていくべきだと考えますが、市長の見解をお伺いします。 

 

滝委員長 

 川村部長。 

 

川村企画財政部長 

 地方財政については、自主財源の根幹である地方税の充実、地方交付税の総額確保など、

安定的な財政運営が図られるようこれまでも全国市長会を通じて国に要請しているところ

です。今後も引き続き、要請していきたいと考えています。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 三つ目の公有財産について、お伺いします。公有財産のリストが発表されていますが、

その中でゴルフ場の運営企業に対する出資等が行われている形になっています。しかも、

ゴルフ場は北広島にたくさんありますが、そのすべてに出資しているわけでもなく、特定

のゴルフ場の運営企業にのみ一部出資を続けていることは、公平性の観点から問題がある

のではないかと思います。決算委員会での担当課の答弁では、一番最初に誘致したゴルフ

場だからということでしたが、昭和 30 年代の誘致で、かなり年数は経っているわけです。

もう見直しをしてもいいのではないかと考えますが、市長の見解をお伺いしたいと思いま
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す。 

また、出資については、ゴルフ場に対していろいろ貢献していただいているのかもしれ

ませんが、地域振興に関しては出資という形ではなくても連携協定を結ぶとか、いろいろ

なやり方があると思います。違う形での関係に切り替えていくべきだと考えますけれども、

市長の見解をお伺いします。 

 

滝委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 公有財産についてですが、会員権を保有しているゴルフ場は、昭和 30年代当時、当市は

純農村でありましたけれども、産業の振興など、まちの将来に大きく貢献するものとして

ゴルフ場を誘致し、札幌ゴルフ倶楽部及び札幌国際カントリークラブに出資をした経緯が

あります。両ゴルフ場は、道内ゴルフ場の草分け的存在として全国規模のＡＮＡオープン

や北海道ｍｅｉｊｉカップが毎年開催され、本市の知名度や地元経済、雇用創出などに多

大な貢献をいただいているところです。また、当初の出資の経緯から今後も会員権を保有

していくことが適当であると考えています。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 今の市長の答弁では、出資の経緯といわれましたが、ゴルフ場誘致の条件となっていた

のでしょうか。 

また、出資を引き揚げると、この二つのゴルフクラブは地域貢献に二の足を踏む状況に

なってしまうのかどうか。私は、そうならないと思っていますが、その辺りについての考

え方は、どうなのでしょうか。 

 

滝委員長 

 杉山総務課長。 

 

杉山総務課長 

 まず、出資について、また出資の経緯について、誘致に当たっての条件となっていたか

ということですけれども、そのような記録はありません。 

それから、仮に出資を取りやめた場合においても、地域貢献が行われなくなるとは考え

ていませんが、最終的には各ゴルフ場で判断されるのではないかと考えています。 
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滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 先ほど、市長答弁ではＡＮＡオープンとかｍｅｉｊｉカップということで、地域にとっ

ても非常に貢献をしていただいているという答弁でしたが、ｍｅｉｊｉカップについては、

もともと出資していないゴルフ場が元になって女子オープンをしているわけで、出資した

からこういう事業をやっているわけではないんです。今、答弁がありましたように、出資

と地域貢献とは必ずしもイコールではないと。北広島市に対する貢献事業などを結構いろ

いろな、ほかのカントリークラブもやっていただいていますから、いろいろ貢献していた

だいているからということで出資を続けていくのは、あまり意味がないのではないかと。

むしろ、きちんと他のゴルフ場と同じように、オープンな形でお付き合いをしていくこと

のほうが大事なのではないかと思います。そういう意味で、出資した企業を含め、ゴルフ

場側と地域振興、これからの北広島のまちづくりも含めて、協議していく中で出資につい

てもゴルフ場側と協議していくことが必要ではないかと思いますが、お考えをお聞かせ願

いたいと思います。 

 

滝委員長 

 福島総務部長。 

 

福島総務部長 

 市内のゴルフ場については、ゴルフ場利用税交付金や地元への経済効果、雇用の創出、

健康づくり、教育など、さまざまな面で本市の発展に多大な貢献をいただいており、また、

必要に応じて協定の締結や協議などを行って、市政への協力をいただいているところです。

両ゴルフ場への出資は、先ほどの答弁の繰り返しになりますが、産業の振興などまちの将

来に大きく貢献するものとして誘致したこれまでの経過に鑑み、引き続き継続していくこ

とが適当であると考えています。 

 

滝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私がいいたいのは、昭和 30年代の誘致の経緯に固執することなく、これからは企業とも

オープンな形で協力関係を築いていくべきだというのが本心なので、是非、その点を踏ま

えて市の考え方も整理していただきたいと要望して、私の質問を終わりたいと思います。 
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滝委員長 

 板垣恭彦委員。 

 

板垣委員 

 まず、市税収入と差し押さえについてですが、国保を含む市税等収入における調定額、

収入済額、不納欠損と、収入未済額と市税全体の差し押さえとの関係はどのようになって

いるのでしょうか、お伺いします。 

差し押さえについては、不動産だとか債券預貯金など債権の差し押さえ、動産の差し押

さえ、自動車の差し押さえ等いろいろありますが、このうちの債権の差し押さえにおいて

生命保険あるいは預貯金、給与などの差し押さえが行われています。これは、どのような

基準、判断に基づいて行っているのかをお伺いします。 

 

滝委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 市税等収入と差し押さえとの関係についてですが、市税等を滞納することは市民サービ

スの低下に加え、納期限内に納められている他の納税者との公平を保てないことになりま

す。納期限を経過しても納めていただけない方については、法令に基づき督促状を発布し、

10 日を経過するまでに納付がない場合は、財産を差し押さえしなければならないこととさ

れています。平成 29 年度に差し押さえの対象となった滞納額は、市税等全体の調定額のう

ち約 3億 300 万円で、9割が滞納繰越分です。また、差し押さえにより約 4,700 万円の配当

があり、これは各税目に充当され収入済み額の中に含まれているものです。 

不納欠損については、滞納整理を進める中で差し押さえ可能な財産が見当たらないこと

や、生活保護法の適用を受け担税力がないと判断したなどの理由により、滞納処分を執行

停止とした案件について 3 年が経過し、納付義務が消滅したことから調定額から減じてい

るものです。 

次に、債権差し押さえに係る差し押さえ財産の基準等についてですが、滞納の早期解消

が滞納者にとっても望ましいことから、滞納者の社会的な影響にも配慮した中で、滞納整

理に効果的な財産を選択しているところです。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 2016年度決算の現年収入未済額と滞納収入未済額の合計が2017年度決算の滞納繰り越し
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調定額とイコールになっているものと、なっていないものがあります。これは、どういう

理由でしょうか。 

 

滝委員長 

 林税務課長。 

 

林税務課長 

 収入未済額の合計と滞納繰越分の調定額が合わないことについては、税額がさかのぼっ

て修正になることで合わない場合があります。具体的には、個人市民税の場合ですと既に

確定申告をしている所得額について、控除額の追加などで申告内容が変わったことにより、

課税対象の所得額も変わりますので、さかのぼって税額が変更となります。また、国民健

康保険税の場合は、所得税の修正による変更のほか、社会保険への加入による資格喪失の

手続が遅れたことによって、さかのぼって税額が変更となるなどの理由で合わない場合が

あるところです。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 差し押さえに移りますが、督促状を発布後 10 日経過しても納付がされない場合には財産

を差し押さえなければならないと確かに地方税法 728 条に定められていますが、実際には

そのように短期間で差し押さえは実施されていないと承知しています。督促状発付後に財

産調査のため、例えば預金口座出入り調査、預金調査については 3 カ月間の調査を行いま

すし、給与調査等も行い、徴収法、基本通達 47 の 18 に示されているように、督促後 6 カ

月以上過ぎてから再度督促し、さらに応じてもらえない場合には差し押さえ予告をして、

差し押さえを執行するとなっているのではないかと思いますが、この辺はいかがでしょう

か。 

 

滝委員長 

 林課長。 

 

林税務課長 

 督促状発付後 10日経過後、すぐには時間的なこともございまして、確かに直ちに差し押

さえるのは難しいところです。財産調査を進めるとともに、その後、催告書や差し押さえ

予告書などを送付させていただいて、それでもなお納付や相談がいただけない場合には、

差し押さえを行っているところです。 
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滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 2017 年度の個人市民税の債権差し押さえについて見ますと、370 件の債権差し押さえが

ありましたが、内訳としては預貯金、266 件の差し押さえが圧倒的で、生命保険 57 件、給

与差し押さえ 36 件、年金その他差し押さえ 11 件ということです。この差し押さえの執行

においては、国税徴収法の基本通達にあるように、生活に著しい影響を与えるようなもの

の差し押さえはしてはならないとされています。このとおりになっているかということで

すが、そこで給与、預貯金、生命保険の差し押さえについて、具体的にお伺いします。 

まず、給与差し押さえの場合、最低生活費維持分を控除した額しか差し押さえることが

できないわけです。その控除後の金額を給与支給日に雇用主から市が受け取る形になって

います。この給与差し押さえの場合は、税の滞納を雇用主に知られることになり、雇用主

から注意処分を受けたり、場合によっては退職に至ることもあるので、できるだけそのよ

うな社会的影響を避けるようにしているという答弁でしたが、税の滞納による解雇は全く

不当で、解雇権の乱用になるためしてはいけない事ですが、2017 年度の給与差し押さえ 36

件について、そのように懸念される事態はあったのでしょうか。 

 

滝委員長 

 林課長。 

 

林税務課長 

 平成 29年度に行いました給与差し押さえの中において、退職に至ったということは承知

していません。ただし、過去には市からの給与照会で勤務先に滞納を知られることにより

注意を受けたり本人が居づらくなって、自ら退職した方のお話は伺っています。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 預貯金の場合、金融機関に差し押さえ通知書が届き次第、即時差し押さえられるわけで、

生活維持費分の控除はないわけです。したがって、仮に給料が振り込まれた日に差し押さ

えられてしまえば、生活維持ができなくなってしまいます。これは、国税徴収法の通達に

も反することになります。6月議会でのこれに関する質問の答弁では、預貯金を差し押さえ

する場合は、基本的に給料の振り込み日と重ならないようにしているという答弁でした。

質問で取り上げたＡさんの場合、給料支給日が変更になったこともありますが、給料振込
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みと同時に全額が差し押さえられてしまったわけです。預貯金の差し押さえは、調べてみ

ますと、ほぼ毎日行われていますから、Ａさんのような給料日に差し押さえが行われる例

は、ほかにもあったのではないかと私は考えているところです。徴税担当者は、事あるご

とに先ほどの答弁にありました公平性といいます。公平性を本当に考えるのであれば、給

料差し押さえだけでなく、預貯金差し押さえにおいても最低生活費維持分だけは差し押さ

えせず、口座に残すといった対応が必要になるのではないかと思いますが、お伺いします。 

 

滝委員長 

 福島部長。 

 

福島総務部長 

 市税等を滞納することは、市民サービスの低下に加え納期限内に納められている他の納

税者との公平性を保てないことになります。このことから、納期限を経過しても納めてい

ただけない方については、厳正に滞納処分を行わなければならないものと考えています。

一方、生活維持の観点から、一定の配慮の必要性については認識しているところですので、

必要な配慮について検討していきたいと考えています。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 預貯金差し押さえの場合も、生活維持が困難になるような差し押さえはしない方向で検

討するということでよろしいですか。 

 

滝委員長 

 福島部長。 

 

福島総務部長 

 差し押さえについては、滞納者個別の理由にもよります。滞納者の理由に沿った形で、

配慮を考えていきたいと思っています。画一的に生活維持分を設けるのではなく、ケース

バイケースで配慮していきたいと考えています。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 
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板垣委員 

 徴収法の通達にもあるように、最低限度の生活を維持できなくなるような差し押さえは

今後、控えていただきたいと思います。 

生命保険の差し押さえの場合、支払成就の日に履行されるとなっています。ある市民の

方が脳梗塞治療で入院し、入院手術のための保険金が支払われたと同時に差し押さえられ

たということですが、保険会社からの見舞金まで差し押さえられてしまったということで

す。これが事実とすれば、これは、社会通念を逸脱した行為ではないかと思いますが、い

かがですか。 

 

滝委員長 

 林課長。 

 

林税務課長 

 この案件については、従前から生命保険の差し押さえをしていたもので、差し押さえに

より給付金等も差し押さえになったものです。給付金等についても、市税充当になる旨、

事前にご家族には説明し、その後請求手続を行っているところです。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 入院給付金はいいのですが、お見舞い金まで差し押さえてしまうのはいかがかと。是非、

もう一度やり方を見直していただきたいと思います。何を差し押さえるかについては、市

の納税部門の滞納整理に効果的な財産を選択しているという市長の答弁でした。徴収担当

職員の一存に委ねられるのではなく、普遍的な差し押さえ基準を作るべきではないかと思

います。国に基準がないのであれば、市独自にどういったものから差し押さえていくとい

った基準を設けるべきではないでしょうか。 

 

滝委員長 

 林課長。 

 

林税務課長 

 市独自の差し押さえ基準については、本人の経済状況ですとか家族構成等さまざまな要

因が滞納の理由と考えられることから、現時点では、統一的な基準の設定は難しいと考え

ています。 
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滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 難しさはあるかと思いますが、恣意的に実情も考慮せずに法的に差し押さえるというこ

とは、今後、改めていかなければならないのではないかと思います。市税滞納者数は、2013

年度 2,088 人から 2015 年度 1,231 人、そして 2017 年度 842 人と大きく減少してきている

わけですが、滞納理由として、これまでの不況の影響を受け、会社倒産やリストラ、会社

業績不振による賃金削減など納税の余裕がなくなり滞納に陥るケースが目立っていると。

また、子供の教育費や家庭の医療費増加の影響も大きい。所得が判明している滞納者の 7

割以上が 200 万円未満の低所得者であり、このような影響を大きく受けたと考えていると

納税担当部門の判断が示されているわけです。こうした中で、徴収担当職員の苦労は並大

抵なものではないと察しますけれども、滞納者の生活実態をよく踏まえた対応が今後、ま

すます必要になってくるのではないかと思います。居宅訪問をすれば、督促に応じてくれ

ている他の滞納者との公平な対応が保てなくなるといった、非論理的な考え方を捨てて、

滞納者の生活実態に基づいた納税相談、あるいは分割納付計画策定などを促し、生活再建

の援助をするという立場で今後の納税行政を進めるべきではないかと思いますが、見解を

お伺いします。 

 

滝委員長 

 林課長。 

 

林税務課長 

 現在、文書による事務処理を基本として効率的に滞納整理を進めているところですが、

必要に応じて訪問するなど、納税相談の中で滞納整理を行っています。その中で、納税相

談を受けられた方については、経済状況ですとかを詳しくお聞きした上で、納税相談後の

納付計画などについてお話をさせていただいているところです。その話し合いの中で、例

えばほかに福祉的な支援が必要な場合には、担当課に誘導するなどの対応はさせていただ

いているところです。 

今後においても、効率的、効果的な事務処理に努めていくとともに、丁寧な対応に心が

けていきたいと考えています。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 
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板垣委員 

 ただ今の答弁で、必要に応じて現地訪問などもしているということでしたが、あまりそ

ういう形跡は見られないです。是非、本格的に実行していっていただきたいと思います。 

滞納整理マニュアルについてですが、9月議会では検討を進めているという答弁でしたけ

れども、岐阜県多治見市の例など、是非、参考にしていただきたいと思います。滞納者に

対して、納期後 20 日以内に督促状を発送する。そして、80 日までの間に電話催告、あるい

は 100 日単位で、その後 3 回の文書催告をして、居宅訪問などを行うこととマニュアルに

は明記しています。当市においても、このようなマニュアルに基づいた滞納処理を行うべ

きではないかと思いますので、早期にマニュアルを整備していただきたいと思いますが、

見解を伺います。 

 

滝委員長 

 林課長。 

 

林税務課長 

 滞納整理マニュアルについては、滞納整理に関する実務的な手順や対応などをわかりや

すくまとめておくことで、安定した業務の遂行に資するものと捉えていることから、引き

続き整備に向けて検討していきたいと考えています。 

 

滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 6 月議会の答弁で、市長は最近、納税課の窓口の対応が良いと市民から文書が届いている

とおっしゃっていました。中身は、道市民税、申告書の書き方を丁寧に教えてくれ、大変

ありがたかったということでしたが、こういう丁寧な対応が滞納処分の納税処理において

も、そのような評価が得られるように、是非、努力していただきたいと思いますが、見解

をお伺いします。 

 

滝委員長 

 福島部長。 

 

福島総務部長 

 今、板垣委員から高い評価を得られるよう努力してもらいたいとのご意見をいただきま

した。私共もそう思っております。これからも丁寧な対応に心がけていきたいと考えてい

ます。 
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滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 それでは、次のテーマに移ります。介護保険事業と介護予防日常生活総合支援事業につ

いてですが、要介護認定者数の割合が 2015 年度 18.3％、2016 年度 18.2％から 2017 年度

17.2％にかなり大きく落ち込んだ要因は何でしょうか。 

また、2017 年度介護予防日常生活総合支援事業利用者 172 名中、要支援 1、2の認定を受

けていた方は何人なのかお伺いします。 

2011 年度の認定者数割合が北海道 19.5％、全国 18.0％よりも 17.2％と低くなっていま

す。低くなった要因、第 1号被保険者に占める利用率も北海道 15.3％、全国も 15.3％です

けれども、これに対して北広島市が 14.1％と低くなった要因、とりわけ、施設利用率が北

海道、全国 2.61％に対して、北広島市 1.8％と低い要因は何なのかについて、お伺いしま

す。 

 

滝委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 介護保険についてですが、要介護認定者の割合が低下した要因については、65 歳以上の

第 1号被保険者のうち要支援または要介護の認定を受けている方が、平成 29 年度から介護

予防日常生活支援総合事業の開始により、認定の有効期間満了に伴う更新手続きを省略し

介護予防生活支援サービス事業を利用できるようになったことが主な理由と捉えています。 

次に、介護予防日常生活支援総合事業の利用者についてですが、本年 3月 31 日現在事業

対象者である 172 人の内訳は、平成 29 年度中に新規で事業対象者となった方が 41 人、要

支援 1から移行した方が 104 人、要支援 2から移行した方が 27人となっています。 

次に、認定率とサービス利用率が低い要因についてですが、認定率は高齢化率に比例し

て上昇する傾向が強く、平成 28 年度までは本市の認定率は高齢化率と同様に全国平均より

も高く、北海道平均よりも低い結果となっていましたが、平成 29 年度においては、全国平

均よりも低くなったところです。この要因については、他の市町村よりも事業対象者への

移行者が多かったためと分析しています。サービス利用率については、近年、全国及び北

海道よりも低い状況が続いており、施設利用率については介護保険施設以外の有料老人ホ

ームや認知症高齢者グループホームなどの入所系のサービスが充実していること、さらに

は、医療機関への入院が多いことなどによるものと考えています。 
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滝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 今の答弁で、他の市町村より介護予防日常生活支援事業対象者への移行が多かったとあ

りますが、これは介護の卒業という形ではなかったことを念じています。また、認知症高

齢者グループホームなどの入所系サービス、あるいは有料老人ホーム、サービス付き高齢

者住宅といったサービスが充実しているということで、本当に他市に比べて充実している

のかは私も疑問とするところですが、これらについては、改めて別の機会にまた質問をい

たします。 

 

滝委員長 

 以上で、総括質疑を終わります。 

討論及び採決を行います。 

初めに、議案第 18 号 平成 29 年度北広島市各会計歳入歳出決算認定についての討論を

行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

討論なしと認めます。 

議案第 18号 平成 29年度北広島市各会計歳入歳出決算認定についてを採決いたします。

お諮りいたします。 

本案を原案のとおり認定すべきものと決することに、ご異議ございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

ご異議なしと認めます。 

議案第 18号は、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

次に、議案第 19 号 平成 29 年度北広島市水道事業会計剰余金処分及び決算認定につい

ての討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

討論なしと認めます。 

議案第 19 号 平成 29 年度北広島市水道事業会計剰余金処分及び決算認定についてを採

決いたします。 

お諮りいたします。 

本案を原案のとおり認定すべきものと決することに、ご異議ございませんか。（「なし」

と呼ぶものあり） 

ご異議なしと認めます。 

議案第 19号は、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

お諮りいたします。 
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当委員会の審査の経過と結果の報告については、正副委員長に一任願いたいと思います

が、ご異議ございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

ご異議なしと認めます。 

当委員会の審査の経過と結果の報告については、正副委員長に一任と決しました。 

以上で、決算審査特別委員会の全日程が終了いたしました。 

これをもちまして、本委員会を閉会いたします。 

ご苦労様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

11 時 01 分 終了 

 

 

 

 

 

委員長  滝 久美子 

 


